様式第１６（第４０条関係）（第一面から第三面まで）

	認定申請書

申請年月日　 　　2024　年　２　月　26　日
　
　　経済産業大臣　殿
（ふりがな）いおんふぃなんしゃるさーびすかぶしきがいしゃ 
一般事業主の氏名又は名称  イオンフィナンシャルサービス株式会社 
（ふりがな） 　           ふじた　けんじ      
（法人の場合）　代表者の氏名　藤田　健二　     印   
住所　〒１０１－００５４
東京都千代田区神田錦町１丁目１番地
法人番号　２０１０００１０１０８８７　　　　　　　　　　　　　　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　情報処理の促進に関する法律第３１条の認定を受けたいので、下記のとおり申請します。

	記
情報処理システムの運用及び管理に関する指針に関する取組の実施状況

　(1) 企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	①Our Purpose
②イオンフィナンシャルサービスの目指す姿
③中期経営計画
④DX戦略
⑤統合報告書2023

	公表日
	　　　①②　２０２３　年　６　月　１　日
　　　③　　２０２１　年　４　月　９　日
　　　④　　２０２３　年　８　月　１８日
　　　⑤　　２０２３　年　１２月　６　日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	■コーポレートサイト
・コーポレートサイト内の①「Our　Purpose」、②「会社情報」→「イオンフィナンシャルサービスの目指す姿」にて、以下の内容を公表。
①Our　Purpose
https://www.aeonfinancial.co.jp/purpose/
②イオンフィナンシャルサービスの目指す姿https://www.aeonfinancial.co.jp/corp/vision_mission/
・コーポレートサイト内の「株主・投資家情報」→「経営戦略」→「中期戦略」にて、以下の内容を公表。
※2021年4月9日決算説明会で発表
③中期経営計画https://www.aeonfinancial.co.jp/ir/strategy/medium/

・コーポレートサイト内の「株主・投資家情報」→「経営戦略」→「DX戦略」にて、以下の内容を公表。
④DX戦略
https://www.aeonfinancial.co.jp/ir/strategy/dxstrategy/
https://www.aeonfinancial.co.jp/-/media/AeonGroup/Aeonfinancial/Files/ir/strategy/dxstrategy/afs_dx0915.pdf?la=ja-JP
⑤統合報告書2023
※①～④に記載されている事項は「統合報告書2023」にも記載しております。
https://www.aeonfinancial.co.jp/-/media/AeonGroup/Aeonfinancial/Files/ir/library/disclosure/202302/disclosure_2023.pdf?la=ja-JP
P.7～8　　Our Purpose
P.13～14　価値創造プロセス
P.19～20　中期経営計画
P.25　　　DX戦略

	記載内容抜粋
	①【Our Purpose】
金融をもっと近くに。一人ひとりに向き合い、まいにちのくらしを安心とよろこびで彩る。
②【目指す姿】
「あらゆるとき、あらゆる場所、あらゆる状況。イオンフィナンシャルサービスはお客さまの人生のお役にたち続けたい」というビジョンのもと、お客さまの、あらゆるライフステージ・ライフスタイルへ貢献するため、当社が保有する全てのデータを活用し、お客さまのあらゆる経済活動をつなぐことを当社の目指す姿としている。
③【中期経営計画】
2021年度～2025年度の中期経営計画として「第二の創業：バリューチェーンの革新とネットワークの創造」と定め、イオングループ、提携先サービスを、決済・ポイントをはじめとした金融サービスで繋ぐことで、生活圏（マーケットプレイス）を構築を目指している。
④【DX戦略】
当社は、イオングループの総合金融事業を担う事業持株株会社としてイオンフィナンシャルサービスグループ（以下AFSグループ）各社と一体となり事業を進めており、当社のDX推進委員会では、当社および当社グループのDX戦略を議論・策定し、グループ横断的なDXの観点から個社DXの取り組みの最良化を図っています。　
AFSグループでは、中期経営計画を第二の創業と位置付け「バリューチェーンの革新とネットワークの創造」を基本方針に、イオングループの強みである国内外でのリアル接点を中心としたビジネスモデルから、デジタル接点を融合したOMO型のバリューチェーンからなるモデルへの変革を進めてまいります。国内では、デジタルにて決済機能と金融サービスを提供するイオンウォレットアプリを起点として、イオングループにおける商品・サービス・生活基盤をシームレスに提供するイオン生活圏の構築を、海外ではアジア各国のデジタル成熟度にあわせたデジタルソリューションの提供により、デジタル金融包摂への取り組みを進めてまいります。
ビジネスモデルの改革におけるDXは、お客さま、事業（ビジネス）、従業員（働き方改革）の３つの観点で推進し、リアルとデジタルのタッチポイントの融合に加え、グループに蓄積されたデータやノウハウを最大限活用します。そして、イオングループならではの安全、安心、便利でおトクな顧客体験を提供しAFSグループのパーパスである「金融をもっと近くに。一人ひとりに向き合い、まいにちのくらしを安心とよろこびで彩る。」を実現していきます。
※補足
　当社イオンフィナンシャルサービスはイオングループの金融事業を担う事業持株会社であり、傘下の国内グループ各社、海外グループ各社と一体となってDX戦略を進めています。当社が主体で牽引するとともに、グループ各社においても個社で推進すべきDXの戦略を進めています。

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	①②　２０２２年７月２６日、取締役会決議
③　　２０２１年４月９日、取締役会決議
④　　２０２３年５月３１日、取締役会決議
⑤　取締役会承認を得た、①～④の内容を記載。
[bookmark: _GoBack]※統合報告書2023そのものについては、２０２３年　　１２月５日、ディスクロジャー委員会にて承認。



(2) 企業経営及び情報処理技術の活用の具体的な方策（戦略）の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	イオンフィナンシャルサービス　DX戦略

	公表日
	　　　２０２３　年　８月　１８　日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	コーポレートサイト
「株主・投資家情報」→「経営戦略」→「DX戦略」にて、以下の内容を公表。
・DX戦略
https://www.aeonfinancial.co.jp/ir/strategy/dxstrategy/
・イオンフィナンシャルサービス　DX戦略
https://www.aeonfinancial.co.jp/-/media/AeonGroup/Aeonfinancial/Files/ir/strategy/dxstrategy/afs_dx0915.pdf?la=ja-JP
P.3　ビジネスモデルの改革
P.7　競争力のあるデータの一元化と戦略的活用

	記載内容抜粋
	【ビジネスモデルの改革に向けて】
・私たちイオングループをご利用いただくお客さま一人ひとりに向き合い、お客さまのライフプランや趣味嗜好に合った最適なご提案を、デジタル・リアルの双方でタイムリーにご提供できるよう取り組みを進めてまいります。そして、これらの取り組みを通じて、お客さまへ価値ある顧客体験の提供と当社グループ内でのLTVの最大化を実現してまいります。
・上記戦略を効果的に進めるため、競争力のあるデータの一元化と戦略的活用を目指して、グループが保有するお客さま生活に密着した価値あるデータを一元的に管理するDWHをクラウド上に構築、データからお客さまのニーズ・ウォンツを把握し、価値提供へとつなげてまいります。データからお客さまのニーズ・ウォンツを把握し、価値提供へとつなげていくための具体的な取組としては、デジタル・リアル双方の接点から収集し、蓄積したクレジットカード情報、イオン銀行情報等の各種データを基とし、データからお客さまを理解し、一人ひとりのお客さまへ、最適な保険提案、ご利用状況に応じた利用可能枠増額の案内や、金融商品等の相談窓口の案内等を最適なタイミングで提案することにより、実現をしております。　　　　

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	２０２３年５月３１日、取締役会決議



　　① 戦略を効果的に進めるための体制の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	コーポレートサイト
「株主・投資家情報」→「経営戦略」→「DX戦略」にて、以下の内容を公表。
・DX戦略
https://www.aeonfinancial.co.jp/ir/strategy/dxstrategy/
P.9～10　DX推進体制
https://www.aeonfinancial.co.jp/-/media/AeonGroup/Aeonfinancial/Files/ir/strategy/dxstrategy/afs_dx0915.pdf?la=ja-JP

	記載内容抜粋
	【DX推進体制】
・DXを企画、実現する人材育成・増強を図ってまいります。社内でデジタル人材を定義し、当該人材を育成すべく、全従業員のDXリテラシー向上に向けた取り組みを始めるとともに、想定する育成対象者に対する、育成プログラムの受講を推進し、組織横断でDX推進をリードできるマネジメントスキルの習得を目指しています。（P.9）
・代表取締役社長指示の下、DTOとしてマーケティング・イノベーション本部長をDX担当責任者と定めるとともに、DX推進委員会にてグループにおけるDXへの取組みにおける進捗状況確認、DXに向けた情報の共有、課題整理および解決策を議論するなど、継続的な活動を行っております。(P.10) 



　　② 最新の情報処理技術を活用するための環境整備の具体的方策の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	コーポレートサイト
「株主・投資家情報」→「経営戦略」→「DX戦略」にて、以下の内容を公表。
・DX戦略
https://www.aeonfinancial.co.jp/ir/strategy/dxstrategy/
・イオンフィナンシャルサービス　DX戦略
P.7　 競争力のあるデータの一元化と戦略的活用
P.11　ITシステム部門の体制整備　 
https://www.aeonfinancial.co.jp/-/media/AeonGroup/Aeonfinancial/Files/ir/strategy/dxstrategy/afs_dx0915.pdf?la=ja-JP


	記載内容抜粋
	【ITシステム・デジタル技術活⽤環境の整備に関する
⽅策】　
ITシステム部門はグループのプライオリティに沿って実行実現性を高めるために共にシステムを作る、共にシステムを運用する実行型へシフトする。
●データ分析基盤（DWH）の完全クラウド化（P.7）
●ITガバナンス強化、シナジー創出（P.11）



(3) 戦略の達成状況に係る指標の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	イオンフィナンシャルサービス　DX戦略

	公表日
	　　　　２０２３年　８月　１８日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	コーポレートサイト
「株主・投資家情報」→「経営戦略」→「DX 戦略」にて、以下の内容を公表。
・DX戦略
https://www.aeonfinancial.co.jp/ir/strategy/dxstrategy/
・イオンフィナンシャルサービス　DX戦略
P.13　DX推進におけるKPI指標 
https://www.aeonfinancial.co.jp/-/media/AeonGroup/Aeonfinancial/Files/ir/strategy/dxstrategy/afs_dx0915.pdf?la=ja-JP

	記載内容抜粋
	【成果と重要な成果指標（定量・定性）】
●・・・開示している指標

●デジタル会員数（国内） … 2025年目標 2,300万人
※デジタル会員：イオンフィナンシャルサービス及びイオン銀行のアプリ/Web会員
（設定理由）会員とのタッチポイントをリアル店舗に加え、アプリやWebを追加することで取得データの分析精度向上や効果的な活用につなげていく。過去10年で1,632万人に拡大したデジタル会員を、2025年までに2,300万人へと拡大し、全会員に対する構成比を急速に高めていく。


●問い合わせデジタル完結率（国内）… 2025年目標 85%
●顧客対応業務の完全デジタル対応化
（設定理由）問合せをデジタルで収集し、お客さまのニーズや改善提案を素早く把握・分析し、対応へスピードを速めていく。また、有人対応業務の効率化およびサービスレベルを向上させ、価値提供へつなげる。


●DX推進人材＋IT専門人材 … 300名
※イオンフィナンシャルサービス及びイオン銀行の全従業員の約７%
●教育受講比率 … 100％
（設定理由）全体のデジタルリテラシーを底上げし、DXやITに通じる人材を育成することで、データを活用したビジネスモデルの改革スピード、レベルをあげていく。

●DWHの完全クラウド化
[bookmark: _Hlk158895128]（設定理由）クラウド化により、デジタル・リアル双方の接点から収集する大量データに対する高速処理とスケーラビリティ確保を実現し、その競争力のあるデータの一元化及び戦略的活用が可能な環境構築を通じて、データからお客さまのニーズ・ウォンツを把握し、分析によるお客さま一人ひとりへの最適な商品を最適なタイミングで提供する。
上記指標は、DX推進委員会においてDXへの取組みにおける進捗状況確認、DXに向けた情報の共有、課題整理および解決策を議論するなど、継続的な活動を行っております。



(4) 実務執行総括責任者による効果的な戦略の推進等を図るために必要な情報発信
	発信日
	　　　２０２３　年　１２　月　６日

	発信方法
	コーポレートサイト
「株主・投資家情報」→「IRライブラリー」→「統合報告書」　社長メッセージにて、代表取締役社長より、以下の内容を公表。
【統合報告書２０２３】
https://www.aeonfinancial.co.jp/-/media/AeonGroup/Aeonfinancial/Files/ir/library/disclosure/202302/disclosure_2023.pdf?la=ja-JP
P.5　社長メッセージ

	発信内容
	・「ビジネスモデルの変革を進める中期経営計画」
　　当社が目指すビジネスモデルの変革とは、決済を入口にしてクロスセルという形で金融商品・サービスを提供することを指しています。このようなモデルチェンジによって次のステップに進むためには、イオングループ内でより緊密に連携してクロスセルの機会を得て、ビジネスモデルを確立していくことが引き続きの課題です。
　　海外では、各国においてファイナンシャル・インクルージョン（金融包摂）が重要な政策になっており、当社としても「デジタル金融包摂」を重要なテーマとして掲げています。モバイルで各種サービスを利用する習慣が急速に広がっているアジアにおいて、当社ではデジタル化によって金融包摂のステップアップに取り組んでいきます。また、この3年ほどでAI等の活用を　　含む業務プロセスの改革に注力してきたことで、業務面においてもデジタル化が進み、生産性の向上を実現しています。



　(5) 実務執行総括責任者が主導的な役割を果たすことによる、事業者が利用する情報処理システムにおける課題の把握
	実施時期
	　　　　２０２３年９月～　継続実施中

	実施内容
	IPAの「DX推進指標自己診断フォーマット ver2.3」に基づき、代表取締役社長指示の下、当社内の自己診断を関係部署間（経営企画部、人事部、マーケティング部、システム本部）にて、現状の推進レベル評価および３年後の目標レベル設定を行い、デジタル技術に係る動向や当社におけるITシステムの現状を踏まえた全社的な課題について把握をしております。



　(6) サイバーセキュリティに関する対策の的確な策定及び実施
	実施時期
	２０１３年４月～　継続実施中


	実施内容
	・「情報セキュリティ・ITガバナンスに関するチェックシート」を適用したシステム部門の自主点検結果の検証を目的として、監査部門が情報セキュリティ・ITガバナンスを監査範囲とした内部監査を行っております。マネジメントシステムの構築、定期的な監査を受けることで、継続的に適切なマネジメント態勢を確保しております。
・当社はサイバーセキュリティ管理態勢の強化に向け、金融庁監督指針および経済産業省サイバー経営ガイドラインで求められている「CSIRT」の体制を構築しており、サイバーセキュリティ発生時に、技術的な対応を速やかに実行できる組織となっております。




（注）(1)～(3)の取組において公表先のURLを提出しない場合は次の①の書類を、(4)の取組において情報発信内容を確認できるウェブサイトのURLを提出しない場合は、次の②の書類を添付すること。また、必要に応じて③、④の書類を添付できる。
①　(1)～(3)の取組における、公表を行っていることを明らかにする書類（公表先のウェブサイトの画面を印刷した書類等）
②　(4)の取組における、情報発信を行っていることを明らかにする書類（情報発信内容を確認できるウェブサイトの画面を印刷した書類等）
③　(1)の取組における企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性、(2) の取組における戦略を補足説明するための書類（最新の情報処理技術の変化による影響を踏まえた観点から決定していることを説明する書類等）
④　(5)～(6)の取組における、実施内容を補足説明するための書類



備考．用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。


様式第１６（第４０条関係）（第四面）

（記載要領）
１．「申請年月日」欄は、経済産業大臣に認定申請書を提出する年月日を記載すること。
２．「一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所」欄は、氏名については、記名押印又は自筆による署名のいずれかにより記載すること。一般事業主が法人の場合にあっては、住所については主たる事務所の所在地を記載すること。
３．一般事業主が法人の場合であって法人番号が記入されている場合は、一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所の記載を省略することができる。
４．申請内容は正しく記載すること。認定後、虚偽または不正の申請を行ったことが判明した場合には、認定の取消し等所要の措置を講ずることがある。

